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 落札者の決定方法 本公告に示した業務を
履行できると支出負担行為担当官が判断した
入札者であって、予算決算及び会計令第79条
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った者を落札者とする。ただし、落札者と
なるべき者の入札価格によっては、その者に
より当該契約の内容に適合した履行がなされ
ないおそれがあると認められるとき、又はそ
の者と契約を締結することが公正な取引の秩
序を乱すこととなるおそれがあって著しく不
適当であると認められるときは、予定価格の
制限の範囲内の価格をもって入札した他の者
のうち最低の価格をもって入札した者を落札
者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 28 年５月 17 日

支出負担行為担当官
東京航空局長 加藤 敏

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
〇東空機第８号
１ 調達内容
 品目分類番号 16
 調達等件名及び数量 成田国際空港外５か
所無停電電源装置用蓄電池製造

 引渡場所
成田国際空港運用棟：千葉県成田市古込字込
前133
東京国際空港ＵＰＳ局舎：東京都大田区羽田
空港３31
仙台空港管制塔庁舎：宮城県名取市下増田字
南原
函館空港電源局舎：北海道函館市高松町511
男鹿ＯＲＳＲ局舎：秋田県男鹿市戸賀字延田
160１
横津岳ＡＲＳＲ局舎：北海道亀田郡七飯町字
東大沼673

 調達案件の仕様等 本件は、無停電電源装
置の整備に伴う蓄電池新規製造及び無停電電
源装置用蓄電池経年劣化に伴う更新。
官署等 型式 用途別 個数 備
考
成田空港事務所（運用棟庁舎）ＭＳＥ
300 直流電源用 720 新規
東京空港事務所（ＵＰＳ局舎）ＭＳＥ
300 直流電源用 720 新規
仙台空港事務所（管制塔庁舎）ＭＳＥ
200 直流電源用 360 新規
函館空港事務所（電源局舎）ＭＳＥ
150 直流電源用 360 新規
仙台空港事務所（男鹿ＯＲＳＲ局舎）Ｍ
ＳＥ5012 直流電源用 20 更
新
函館空港事務所（横津岳ＡＲＳＲ局舎）
12Ｐ380 直流電源用 60 新規

 履行期間 契約締結日の翌日から平成28年
12月16日まで
 電子調達システム対象 本案件は、資料等
の提出、入札等を電子調達システムで行う対
象案件である。なお、電子調達システムによ
りがたい場合は、紙入札による参加の承諾願
いを提出すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。

 次に掲げる要件を満足する者であること。
１．平成13年４月１日以降に、調達物品又は
同種物品を製造し、据付した実績を２件（契
約）以上有する者であること。なお「同種
物品」とは、制御弁式鉛蓄電池で以下によ
る。
ア）構造：ＪＩＳ Ｃ 8704２１、Ｊ
ＩＳ Ｃ 8704２２ 制御弁式準拠
イ）容量：200Ah（10時間率）以上 公称
電圧２Ｖ以上

２．調達物品の設計・製造を行うために必要
な組織体制、技術者数、設備を有する者で
あること。
３．調達物品を仕様書に基づき適切に製造及
び納入が行える者であること。
４．調達物品の製造計画を適切に行える者で
あること。
５．調達物品に対し、適切な品質管理体制が
整備された者であること。
６．調達物品に対し、サービス支援体制、部
品供給体制が整備された者であること。

３ 入札手続き方法等
 担当部局

〒1020074 東京都千代田区九段南１
１15九段第二合同庁舎 東京航空局総務部
経理課契約係 ＴＥＬ0352759312 ＦＡ
Ｘ0332213673

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Yasuhiro Hashimoto, the

Obligating Officer, Director of Accounts Di‑

vision, Ministers Secretariat, Ministry of

Health, labour andWelfare.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Consulting and Project Manage‑

ment Support for the System operation of

the Ministry of Health, Labour andWelfare

Integrated Network.

 Services period : From a contract day to

March, 31, 2017

 Services place : The place specified by

the Official in charge of disbursement of the

procuring entity.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 Not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting, Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 Not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 Have Grade A, Grade B, or Grade

C on offer of services etc. in the Kan‑

to‑Koshinetsu Area in terms of qualifica‑

tion for participating in tenders by Minis‑

try of Health, Labour and Welfare (Sing‑

le qualification for every ministry and

agency) in the fiscal years 2016, 2017 and

2018

 Prove to have no false statement in

tendering documents.

 Prove neither the business condition

nor credibility is deteriorating.

 Meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order

 Time‑limit for tender : 10 : 00, July, 11,

2016

 Contact point for the notice : Keigo Yo‑

mogida, Procurement Section, Accounts Di‑

vision, Ministers Secretariat, Ministry of

Health, Labour and Welfare, 122 Ka‑
sumigaseki Chiyoda‑ku Tokyo 1008916
Japan TEL 0352531111 (ext. 7195)

 平成28・29・30年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「物品の製造」のＡ等級
に格付けされた競争参加資格を有する者であ
ること。なお、当該資格を有していない者に
ついては、「競争参加者の資格に関する公示」
（平成27年12月24日付官報）に記載されてい
る申請方法等により、競争参加資格の申請を
受け付ける。
 会社更生法に基づき更生手続開始又は民事
再生法に基づき再生手続開始の申立てがなさ
れている者でないこと。
 競争参加資格確認申請書等の提出期限から
開札日までの間に、国土交通省東京航空局長
から指名停止を受けていない者であること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、国土
交通省公共事業等からの排除要請があり、当
該状態が継続している者でないこと。
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